市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：納税者の立場に立った収納対応を
（問）固定資産税を滞納、分納で返済していても市が住居を差押さえたと相談があった。
（答）５年経過の債権は時効消滅するので、その確保、及び職務怠慢と言われないために実施した。
（問）役所の論理で行うべきではない。当人は絶望し融資も受けられなくなる。高額な延滞金の減免を行い、市民からの申請により延滞金が半減する制度（換価の猶予）の周知に努めるべきでは。
（答）減免の制度については研究する。猶予制度は市民へ催告書を送付する時にお知らせをする。
標題２：教員多忙化解消、統廃合なき小中一貫教育
（問）2015年小中一貫校が義務教育校指定を受け、静岡や浜松で学校統廃合が進んでいる。本市は一貫教育を進めるとしているが統廃合と一線を画すか。
（答）当面、施設分離型（小中学校それぞれが存在する）で進める。
（問）文科省調査では過半数の先生が過労死ラインを超え仕事をしている。私は今年高洲中ＰＴＡ会長を務め様々な声を聴いたが、特に負担となっているのが部活動の顧問。先生（顧問）の代替が可能な部活動指導員を採用すべき。
（答）大会の時、3割の教員が土日無休である。勤務条件等の整備と試験的配置後、効果を検証し配置拡大を検討する。
（問）市教育委員会から高洲中へ配布される文書は年間3218件。必ずしも学校で対応が求められるものばかりではない。多忙化に拍車をかけている。
（答）各家庭に周知するだけの文書もある。実態を調査し負担軽減を検討する。
（問）指導要領に先立ち実施されている小3からの英語指導は、英語免許のない小学教諭（英語免許を持っている先生は８％）にとって負担増ではないか。
（答）小学免許と英語免許を有する人材を採用する方法について、今後検討する。
（問）いじめ問題対応の専門家（スクールソーシャルワーカー）の更なる増員が必要ではないか。
（答）全校区へ配置を県に要請し、拡充を検討する。
（問）教員多忙化の実態を広く市民に知らせるべき。
（答）来年度市民へシンポジウムを行い周知する。
